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望ましい事故原因観の形成とその事故抑止効果:仮説
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要 旨
関係者による多角的かつ積極的な事故防止対策の推進にもかかわらずわが国の交通事故は増
加し続けている｡ 筆者ら交通心理学研究者も交通事故問題の解決に寄与すべく､運転者等の教
育 ･指導の研究を続けているが事故は減少しない｡なぜだろうか｡
多要因が関与し構造的と評される交通事故原因を解明することは容易ではないが､心理学的
にみれば､事故が減少しない理由は運転者などの交通参加者の問題行動に求められる｡ さらに
その理由を尋ねられれば､ ｢行動的環境｣論による心理学的考察に基づき､問題交通行動の成
因としての交通事故原因についての見方､すなわち｢交通事故原因観｣(AccidentCauseConcept:
ACC)に偏りがあるためである､という仮説が出されることとなる｡
統計に明らかなように､わが国の交通事故の主原因は筆者が ｢知覚不全｣と呼ぶ脇見や前方
不注意およびこれに密接に関連する一時不停止等の問題交通行動である｡ しかし多くの人々は
そうは考えず､スピードの出しすぎや飲酒運転を主原因にあげる｡筆者はこの統計的事実と人々
の原因認知のズレを事故原因観の偏俺と呼び (長塚､1990)､それが講習や研修における､ある
いはメディアによる偏俸した情報の伝達によって形成されていると想定した｡逆に言えば､正
しい情報の伝達によって事故原因観を ｢望ましい方向に｣､すなわち､ ｢事故の実態に即した認
知に｣変化形成させることができれば問題交通行動を減少させることができ､それが事故抑止
に効果を及ぼすと考えるのである｡ 図1は筆者の仮説を ｢事故抑止モデル｣として図示したも
のである｡
望ましい交通行動 (運転行動､運転者教育行動)の実行
望ましい事故原因観の形成
事故実態の伝達 ･教育
),
図1 事故抑止モデル (長塚)
筆者はこの想定を実証する2つの試みを続けている｡1つは事故原因観の偏倍の調査および研
修によるこの偏俺の望ましい変化についての調査である｡第2は望ましい事故原因観の形成を
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はかるキャンペーンの事故抑止効果の評価研究である｡本稿ではこれらの試みの結果を示す｡
目標とする ｢事故抑止｣は､運転者が一時停止 ･確認を実行し､管理者が一時停止 ･確認の
意義を指導するなどの ｢望ましい交通行動｣を実行することによって図られる｡ そのためには
運転者 ･管理者が｢わが国の事故多発原因は脇兄等の知覚不全と一時不停止である｣という｢実
態に即した事故原因観｣を形成することが必要であり､それは事故の実態を的確に伝える研修
･講習･交通キャンペーン等による教育 ･啓発活動を通じてなされることを仮説として示す｡
1 交通事故の実態一多発傾向が続くわが国の交通事故一
平成15中のわが国の交通事発生故の実態をみると､図2に示されるように､事故発生件
数は約95万件､負傷者数は約118万人､死者数は約8,000人である｡ メディアが ｢交通事故
の多発傾向そのものには､まだ歯止めがかかったとは言えない状況である｣と述べている
(月刊自動車管理が2004年3月号､14ページ)ように､わが国の交通事故は漸増 ･続発傾
向にある｡
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図2 日本における最近の交通事故発生状況の推移
(月刊自動車管理2004年 3月号より)
2 事故防止対策の現状一型にはまった､抽象的内容のくり返し-
2-1行政機関において行われている事故防止対策
このような状況においてわが国では､現在どのような対策が取られているだろうか｡ま
ず交通事故防止対策の重要な役割を演 じる交通教育の最近の内容を知るために､交通安全
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白書 (平成15年版)の第3章のうち ｢交通安全思想の普及徹底｣と題する第2節を参照し
てみる｡
そこでは(1)生涯にわたる交通安全教育として幼稚園 ･保育所における家庭 ･地域と連
携した教育から､成人､運転者教育と地域活動､高齢者対象交通教室､交通安全シンポジ
ウム等が推進されたこと､(2)広報活動として全国交通安全運動およびマスメディアによ
る広報の充実をはかったこと､(3)民間交通安全関係団体等が､特に参加 ･体験 ･実践型
の安全教育活動を多角的に広範囲に推進したことが述べられている｡
次に新潟県の状況を県警交通年鑑 (平成15年版)によってみる｡講習会､座談会､交通
教室､自転車教室､バイク教室が安全運転管理者､運輸業者使用者､運転者､高齢者､婦
人､小中高校生､幼児等を対象に延べ4,611回34万人余の受講者を対象に実施されている｡
その外､高齢者家庭訪問､交通安全教育車 ｢ゆきつばき号｣及び運転適性検査車 ｢かがや
き号｣の活用､ヘリコプターの小学校訪問､警察音楽隊活用の交通安全イベントが行われ
た｡マスメディアによる事故発生情報の放送 ･報道のほか､春､夏､秋､年末の各種安全
運動､特別対策キャンペーン､交通死亡事故抑止特別対策､地域交通安全活動推進委月の
活用､長寿社会交通安全アドバイザーの運用､シートベルト･チャイルドシート着用 ･使
用強調週間の設定､いきいきクラブ交通安全コンクールの実施､交通安全指導者育成､安
全運転 ･チャレンジ100の実施など､全国の場合と同様に多様な活動が活発に行われたこ
とが知られる｡ また対策として重要な役割を果たす道路交通法違反取締りも総取締り件数
177,593件を数え､違反別取締り件数は上位から最高速度違反が57,589件､一時停止違反
が20,770件､駐停車違反が11,163件となり､いずれも平成14年を上回っていることが報じ
られている｡
2-2民間において行われている事故防止対策
民間レベルでの交通事故対策は前記の行政機関等による活動と重複して実施されている
場合が多く詳らかにすることは困難であるが､月刊誌 ｢シグナル｣の ｢街の交通安全ニュ
ース｣らんの記事を参考にして各地で頻繁に行われている事故防止対策をみるとほぼ次の
ようになる｡
安全運動月間等のキャンペーン､法定外の各種の安全講演 ･講習 ･教習等による運転者
の指導 (助言 ･アドイス等)､社内安全大会､地域安全教室等の各種のイベント､緊急宣言､
広告塔 ･看板 ･立て看板 ･のぼり旗 ･横断幕 ･垂れ幕､折り込みチラシ､安全月刊誌 ･新
聞など､など極めて多種多様で枚挙に暇がない｡
上に列挙した諸対策のうち､最高速度違反､一時停止違反､駐停車違反などの各取締り
はいずれも発生した事故の実態にもとづき､重大性および危険性あるいは迷惑性等の観点
から見て排除すべき違反と考えられるので適切な継続が期待される｡しかしその他の多く
の対策は､ともすれば関係者によ?て経験的に有効であると考えられたものが､恒例によ
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り窓意的に導入されている場合が多いように思われる｡
2-3企業等において行われている事故防止対策
トラック､ハイヤー ･タクシーおよびバス等の事業者関連では､運行管理者を対象とす
る各種講習会がそれぞれの協会によって実施されているほか､自動車事故対策機構による
体系化された各種講習と運転適性診断が継続的に実施されている｡その他の事業者につい
ては安全運転管理者を対象とする法定講習等が多数回各地協会の主導のもとに開催されて
いる｡
実施されている講習等のシラバス等の内容を知ることはできないが､運行管理者を置く
企業等の現場においてどのような事故対策が実行されているかを知るために長塚 (204)
は自動車事故対策機構主催の ｢特別講習｣(平成16年2月)に出席した運行管理者39人を対
象に質問紙調査により事故対策の現状について予備的調査を実施した｡その結果､
① ｢運転者 ･乗務貞教育を徹底している｣
という主旨の回答が最も多く､次いで
(参 ｢運転手との対話を図る｣
③ ｢具体的方法を挙げて指導する｣
④ ｢疲労防止､休憩に留意する｣
⑤ ｢運行管理計画をたてている｣
⑥ ｢個人技量の見極めと指導｣
等を主旨とする回答が続いた｡このうち､(丑では､各個人の技量の見定め､乗務員個人個
人のレベルアップを図る運転者 ･乗務貞教育の実施と回答した人が16人で､以下各個人に
対する安全指導 (定期的/毎月1回の/事故防止を常に意識させる)の徹底 (6人)､道交
法 ･労基法遵守指導の徹底 (3人)が複数回答として示され､さらに点呼の徹底､安全運
転励行の呼びかけ､指示に従わせる､真剣に取り組み継続させる､安全運転を人に注意さ
れるより自分で考え実行させる､社員教育 ･社会人教育の徹底､教育システムの構築､弱
者保護運転の徹底などがあげられた｡
ここでは企業等における交通安全教育の一端を知るにとどまったが､ ｢運転者 ･乗務員
教育の徹底｣というような抽象的なレベルのマンネリ化した内容の回答が圧倒的に多かっ
たのである｡
3 今後推進すべき事故防止対策とは何か-各種対策の問題点をふまえて考える-
このように ｢思いつくままに｣､｢あれもこれも｣と窓意的に導入される交通事故防止対
策は費用対効果の視点からみて問題はないのか､あるいはそれを実行する意義､価値が認
められるのか否かを明らかにしなければならないように思われる｡全国で長年継続的に登
場する多種多様な対策はその効果評価が適切.に行われないままスローガン等として頻回登
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場する｡その結果､耳目を引くものが見かけ上体系化された意味のある対策であるかのよ
うに受け止められ､ほかに有効な対策があっても､有効であるかのように見える対策の中
に埋没してしまい､見失われる結果を招く場合があると思われる｡
3-1 事故防止の基本的な考え方 :事故親和行動の排除
上に多発傾向が続くわが国の交通事故発生の現状とその状況において行われている各種
の事故防止対策を概観してきたが､このような状況において真に推進すべき事故防止対策
は何か｡
われわれは､越 (1995)が｢(交通)戦争に勝つには弾を敵に狙いを定めて撃ち込まなけ
ればならない (括弧内は長塚)｣と述べて交通事故対策における ｢索敵｣の重要性を指摘し
たように､事故抑止の基本的な方法は､病因の除去によって病気の治療が行われるように､
｢事故原因の除去｣であると考える｡
これは当然のことであるが､問題は事故の原因のとらえ方である｡ われわれは心理学の
立場から交通参加者､とくに運転者の行動に注目するが､工学､人間工学領域でもたとえ
ば越 (1985)は ｢今後の一層の事故抑止のために残されたわれわれの取るべき唯一の対策
は運転者の 行`動'の改善である｣(下線は筆者)と述べ､片平 (1998)も人間工学的視点
から､事故絶滅をめざすための運転者対策として徹底した交通安全教育システムの開発と
体系化の必要性がある｣と論じているように人間の行動に注目した発言をしている｡ さら
に村田 (202)も ｢ほとんどの交通事故は､人が事故につながる行動 (下線は筆者)をと
ることから生じる･--本当に交通事故をなくすには､交通参加者が､交通事故を起こさな
い行動をとらなければならない (下線は筆者)･-･･これは事故防止対策を立てるうえでの
基本認識としなければならないことであろう｣と述べ､事故につながる行動の除去､事故
を起こさない行動の遂行の必要性を示した｡
事故防止対策策定における索敵および運転者行動重視の必要性を併せて考えると､人間
行動の中での事故親和行動すなわち ｢事故につながる行動｣とは何か､その特定が次の課
題となる｡
3-2 事故親和行動の特定
3-2-1統計的検討
事故親和行動を特定する上でまず参考にしたいのは交通教育専門誌 ｢交通安全教育｣誌
の指摘である｡同誌 (平成16年3月号52頁)は平成15年中の全国の交通事故発生状況に-つ
いて運転者の行動 (違反)に注目し､ ｢安全不確認 ･脇見運転の割合が高く､かつ増加｣､
｢最高速度違反は減少｣｢飲酒運転による交通事故が大幅に減少｣と伝え､今後の課題は｢安
全不確藷 ･脇見運転などによる追突事故の抑止｣､｢飲酒運転 ･最高速度違反による事故減
少の定着｣であると伝えている｡ ｢安全不確認 ･脇見運転の割合が高い｣という説明と｢課
題は "安全不確認 ･脇見運転"などによる､･･-･事故の抑止｣とある部分とを併せて考える
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と "安全不確認 ･脇見運転'が排除すべき事故親和行動であることが明らかになる｡
この認識に基づき全国および新潟県の交通事故統計 (新潟県警交通部統計分析係提供)
を違反内容別に検討した｡その結果を示したのが表1である｡ここでは第一当事者の違反
別事故発生件数を多発違反内容順に配列してある｡運転操作不適当および一時不停止以外
の違反は ｢環境の知覚に直接に関連する違反行動｣すなわち筆者が知覚不全と呼ぶ行動で
ある｡ さらに一時停止の目的が知覚の十全を期することにあることを考えると､全国的に
表 1 平成15年中の自動車等 (原付以上)運転者の違反別交通事故件数 (第1当事者)
違 反 内 容 事故件数 (%)
･知覚不全((1)+(2)+(3)+(4)) 563,937(62.7)20509 289
(内訳)
(1) 安全不確認
(2) わき見運転 153,383(17.0)
(3) 動静不注視 93,757(10.4)
(4) 漫然運転■ 56,290(6.3)
･一時不停止 45,212(4.77)
･信号無視 32,982(3.65)
･最高速度違反 6,918(0.73)
･酒酔い運転 688(0.10)
全 体 (全事故) 947,993
出典:｢交通統計｣平成13年版((財)交通事故総合分析センターITARDA)､58-59頁による｡
｢知覚不全｣は､長塚の呼称である｡
も新潟県内でも ｢知覚不全､すなわち､環境をよく知覚確認しないための事故と､一時不
停止事故が多発していること｣が明らかになる｡
図3は違反別第一当事者の新潟県における事故発生率の年次経過を示したものである｡
この図からも今述べた傾向を読みとることができるが､同時に違反行動としての知覚不全
が増加傾向を示していること並びに一時不停止の占める割合が知覚不全による事故に次い
で高いことが知られる｡ これらのデータによっても､排除しなければならない ｢事故親和
行動｣は､知覚不全と一時不停止であることが明らかになる｡
Brown(2002)は､英国ではLBFrS(Lookedbutfailedtotosee｢見るべき対象の方向に
顔 (冒)を向けていながら､その対象 (衝突した人や車)を見落とす｣こと)を原因とす
る事故が不注意､速度超過についで第3位にランクされると報告している｡ これは知覚不
全のカテゴリーに入れられる事故車考えられるので､英国でも日本の場合と類似の傾向が
生じつつあることが想定される｡
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図3 主な違反行動 (第一当事者)による事故発生率の経年経過 (新潟県の場合)
3-2-2 企業現場の事故の実態に基づく検討
企業等の現場における事故発生の実態はどうだろうか｡先に引用した自動車事故対策機
構主催の特別講習で運行管理者 (39人)に｢あなたの会社ではどんな事故が多いのですか｣
と質問した｡その結果によれば､接触事故が多いと回答した人が15人､バック時の接触事
故10人､追突事故3人､脇見事故2人､静止物衝突事故2人､速度超過による事故 (以下
各1人ずつ)､荷崩れ､無信号交差点での ｢出合い頭｣事故､居眠り､物損､ジャックナイ
フ事故､自爆事故の順序であった｡
企業内の交通事故はその多くは､メディアをにぎわすような大事故ではなく､自社内を
主とし他社を含む ｢構内での小事故の頻発｣であることが実態のように思われる｡ 以上の
検討から運転における交通環境知覚 (まわりをしっかり見ること)の重要性が知られ､こ
の点に焦点づけられた対策の必要性が浮かび上がる｡
3-2-3心理学的検討
知覚は行動の門と言われる｡ 環境 (事態)を的確に知覚することが行動の基本的要件で
ある｡ 暗闇の中でライトを消してクルマを進めることはできない｡知覚なしには ｢行動で
きない｣のである｡ 知覚不全事故が多発している事実は環境を正確に知覚しないで運転し
て事故を起こす運転者が多いことを物語るO 知覚不全が心理学的にみても事故親和行動で
あることが知られ､排除すべき事故親和行動は知覚不全であることが明らかである｡
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3-2-4 専門家の考え方に基づく模討
交通心理学者や交通実務専門家が運転をどのようにとらえ運転事故抑止対策の基本的な
要件をどう考えているかをみよう｡
①長山 (1979)は ｢自動車運転にとって一番必要なことは何かと聞かれれば､"正しく見る
ことだ'と梼跨なく答えたい｣と述べて運転における見ることの重要性を説いている.
②shinar(1985)は､アメリカ･インディアナ大学での大規模な事故分析研究をもとに､
｢事故直前の運転者行動の1位は､不適切注視 (improperlookout)である｡ 事故は交差
する路地や私道から街路へ出ようとする時に "他の車の動きに適切な注意を払わない'
ために起こっている｡運転者は､ "目を向けてはいたが､見ていなかっだ'のである｡
単に視野を見回しても見たことにはならない｡見るためには､運転者は目を向けるだけ
ではなく､注意を払わなければならない｣(野口 ･山下訳 ｢交通心理学入門｣)と述べてい
る (図4)0
事 故 率 (%)
10 15 20 25 30
1.不適切注視 徹底分析現場分析
2.過度なスピード 徹底分析現場分析
3.不注意 徹底分析現場分析
4.不適切な回避動作徹底分析現場分析
図4 事故直前の運転者行動 (shinar,1985)
③Brown(1986)は､運転者訓練のための新しいアプローチの基礎は､事故原因と関連の
ある行動上の欠陥の矯正に置くべきであり､とくに認知的能力 (cognitive skils)の習
得をはかる集中的訓練が必要である､と述べた｡
図5 運転が前頭葉によってコントロールされることを示す模式図
(Ergonomicsvol.31,NQ4,1988の表紙絵)
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図5はBrownのアイデアに基くもので運転が大脳とくに前頭葉によってコントロー
ルされる認知的性格の強いものであることを示している｡
④滝沢 (1991)は､交通問題の実務家として発言し､ ｢事故多発の原因は､運転に必要な
情報の取り方を体系的に十分に教えていないことにあるのではないか｣(日本交通心理学
会43回大会シンポジウム発言)と述べている｡
⑤中島は元Flドライバーとしての経験をもとに｢"よく観る"ことが､安全運転の基本中
の基本だと考えている｣と述べた (新聞報道)｡
専門家の記述や発言は ｢運転の基本は周りをよく見ることである｣という点で一致し､
この条件を欠く知覚不全が運転の危険に結びつくことを示唆している｡ ここでも知覚不全
を排除する対策の必要性が浮かび上がる｡
4 事故親和行動を排除するための具体策-その理論と方法一
事故多発傾向のある現状で一般に実施されている事故防止対策の例を行政機関､民間お
よび企業における事例を参照して検討し､事故につながる問題交通行動､すなわち ｢事故
親和行動｣とは何かを検討した結果を総合すると､それは知覚不全と一時不停止であるこ
とが知られる｡ 従ってわれわれはこれらの不安全行動の排除を図ることになるが､どのよ
うな方法によってこれを進めるかが次の課遺となる｡
上に企業関係者に事故防止対策について尋ねた時､ ｢安全教育の徹底｣を挙げる人が多
いにもかかわらず､ ｢具体的な方法は分からない｣とする回答が多く､事故の実態に即し
た具体的対応は示されなかったことを述べた｡このような事情を考慮すると､ ｢運行 ･安
全運転｣関係管理者､教習関係者等の交通教育関係者には､わが国の事故発生因が脇兄と
一時不停止であるという事実と交差点等での停止による知覚 ･確認の徹底がわが国の事故
抑止に不可欠で有効であることを的確に学習させ､認識を深めさせる必要があるように思
われる｡ ｢運転者教育の重要性｣を反復唱道するだけでは無意味なのである｡
4-1 人の行動を規定する行動的環境 :心理学的基本原理
筆者は ｢知覚不全｣と ｢一時不停止｣が事故親和行動であることを行動者 (運転者や指
導者)に的確に認知させることが極めて重要であると考える｡それは次の理由による｡
古くKofka(1935)が人の行動を規定する行動的環境の意義を強調し､北村 (1965)
が､ ｢人の行動は､例外なしに､その行動者によって認知され､感じられている状況に-よ
って規定される｣と述べたように､現実に人の行動を規定するのは行動的環境､すなわち
認知された内容であるからである｡
この心理学的原理に基づいて事故防止活動を考えると､ ｢運転｣や ｢安全指導｣等の行
動は､事故原因についての運転者や指導者_の認知内容 (行動的環境)によって規定される
ことになる｡今日運転者や安全指導者の多くには交通事故の原因をスピードの出しすぎや
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飲酒と考える (認知する)強い傾向がある｡そのため､運転者は ｢スピードさえ出さなけ
ればよい｣と考えて運転し､指導者は運転者等に｢スピードを出すな｣｢飲酒運転をするな｣
という指導を行う傾向が強い (長塚､1990)｡交通事故原因を"どのように認知するが'､す
なわち事故原因についての概念 (AccidentCauseConcept:ACC)(筆者はこれを事故原因に
ついての観方という意味で､事故原因観と呼ぶ)によって ｢運転者の路上での交通行動｣
および指導者等の教室等での ｢交通教育という行動｣には差異が生じると考えられるので
ある｡
事故の実態と事故防止対策のズレをなくして実態に即した対策を実行するためには交通
参加者が交通事故の行動的原因を適切に理解することが重要である｡事故の実情に即した
事故原因観を持たなければならないのである｡
4-2 望ましい事故原因観の形成 :研修 ･教育の意義
運転者が一時停止すべき交差点で一時停止する (という行動を行う)ようになり､また
管理 ･指導担当者が運転者に一時停止 ･確認の重要性を教育する (という行動を行う)よ
うになるためには､彼らが ｢交通事故原因を的確に認知している｣(正しい事故原因観を持
っている)ことが基本的条件になる｡
交通事故を抑止するために欠くことができないのは､運転者やその指導者が ｢交通事故
は安全不確認を主とし､わき見運転､動静不注視､漫然運転等<周りをよく見ないこと､
知覚不全>を原因として発生している｡ このような問題交通行動をなくすことが重要であ
る｡ そのためには一時停止交差点における一時停止の実行と停止状態での周りの確認が有
効である｣という事故原因観を明確に有していなければならない｡ 0
しかしながら本稿の初めに述べた通り､多くの人々はそうは考えず､スピードの出しす
ぎや飲酒運転を主原因にあげるのであり､事故原因観には偏倍が生じているのである｡
長塚 (1990)は運行管理者およびその代務者421名 (バス関係42名､トラック関係320名､
ハイ･タク関係59名)に次の4間について回答を求めた｡自動車事故対策センター主催の
基礎講習 (新潟､長野､山形の3市)において､1間ごとに筆者が設問を読み､記入して
もらった｡設問1. ｢最近多発している交通事故の原因として､最も多いと思うものを2
つあげて下さい｣､2. ｢運行管理上､あなたが今いちばん困っていることはどんなことで
すか｣､3. ｢あなたの会社で今いちばん多いのはどんな事故ですか｣､4. ｢事故防止のた
めにあなたが運転者にいつも注意しているのはどんなことですか｣
この結果を図6､図7､図8に示す｡図6から､運行管理者が ｢事故の原因と考えてい
るもの｣の1位はスピードで,-回答者全員の75%を占め､これに運転者の不注意､飲酒､
居眠り･疲労が続くことがわかる｡ 一時不停止をあげた者は5%程度と低かった.
この結果との関連において興味深いのが設問4への回答で,ある (図8)｡いつも与えてい
る注意は ｢スピードを出すな｣､｢注意して運転せよ｣､｢余裕をもって出かけよ｣､｢休養 ･
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休憩をよくとれ｣の順序である｡事故原因についての認知内容 (事故原因観)がほとんど
そのまま運転者指導という行動に反映されている｡認知が行動を規定しているのである｡
ここで問題になるのは､事故原因認知お
不注意居眠疲労 環境不備一時不停止運転未熟
図6"事故の原因'と考えているもの
スピー ド抑制 余裕 自覚 状況に即せ
注意せよ休黄体急 一般的注意基本守れ指差餅 その他
図8 運転者に与えている注意の内容
よび指導内容が事故発生の現実 (図7の内
容)とマッチしていない点である｡本報告
の冒頭に記した発生原因のうち､確かに最
高速度違反との関係では原因としての指摘
および指導は当たっているが､その他の点
では具体性を欠き､事故原因認知のかたよ
りとそのために生じる指導のかたよりとを
問題点として指摘しなければならない｡事
故原因の認知が実情に即していないことは､
図7の結果との関係からも明らかになる｡
スピードと関連する事故は少なく､むしろ
確認とそれに基づく実行行動の欠陥が原因
となる事故が身近に発生しているのにそれ
らとはかけ離れた認知がなされているので
ある｡
知覚不全の各違反が事故親和行動である
ことはすでに記した事故統計にも明らかで
あるが､この事実を研修等を通じて的確に
伝達し適切な事故原因観を形成させること
が極めて重要である｡それは可能だろうか
か｡またその事故抑止効果はあるのだろう
か｡
4-3 望ましい事故原因観の形成を意図
した研修 ･教育とその効果に関する研究
長塚はこの点について付表 (18ページ)
に示す一時停止 ･確認キャンペーン用マニ
ュアルに従って研修を実施し､その効果を
検討した｡
4-3-1 大学生を対象とする予備的研
究
長塚 (1993a)は､まず大学生を対象とし
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て､事故原因認知の偏りが事故原因についての的確な情報提示によって変化 ･修正される
ことを示した｡
被験者は新潟市内2大学の学生で､筆者の心理学講義の聴講者である｡ 一方を実験群
(E)(38人)とし､他方を対照群 (C)(97人)として調査を実施した｡
4月の第1回授業の際に事故原因認知に関する調査を実施した｡18項目の運転者の違反
行動を列挙印刷した調査用紙を配布し､ ｢事故増加の原因となる運転者の違反として重大
と考えるもの｣5項目を順位をつけて回答させた｡
E群には翌週の授業で各自の回答用紙を返し､調査結果と新潟県内交通事故違反別発生
状況 (プリント)を配布して説明 ｢結果の知識 (KR)･指導｣を加えた｡配布資料は後
日まで保存するように指示した｡C群には調査に関する情報を全く与えなかった｡E群に
は夏休み前に第2回調査を前回と同じ方法で実施し､翌週に結果等を知らせた｡第1回調
査からの変化の有無を明かにするための調査を5カ月あとに行った｡
1位から5位までの回答に各5､4､3､2､1点を与えて重みづけし､回答率の高い
8項目の加重得点 (合計点/回答者数)を図9に示した｡図から次の2点が示される｡
(1)第1回調査 (前)では､両群共に､
｢3.スピードの出しすぎ｣が1位､
｢11.酒酔い｣が2位にあげられている｡
その後､ ｢KR･指導｣を実施したE群
では得点が顕著に減少し､C群ではほと
んど変化なしあるいは上昇の傾向を示し
た｡
(2)｢9.交差点安全不確認｣｢10.-時
不停止｣｢16.安全不確認｣の3項目は第
1回調査では低位に ランクされた｡しか
しその後､E群で は上昇の､C群では下
降の傾向が示された ｡
第1回調査の結果に見られるように､
本稿の冒頭に述べた ｢交通事故の原因と
なる問題交通行動｣についての､事実と
かけ離れた認知傾向は今回も示された｡
この結果を被験者に知らせると共に､
交通事故資料に基づく説明指導を行うと､
認知の偏りは変容､修正され望ましい事
故原因観が形成されることが明らかにさ
???
?
? ?
?
?
??
? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
得点 (加重得点)
1.5 2 2.5 3 3.5
●rKR･指導｣井姑群1.信号無視
○対照群
9‡芸./'oLl 9･
･o‡芸d･? ＼
交差点安全不確認
10.-時不停止
1.I芸 / 1･酒酔い 〇､･､b
14.前方不注意
ヽ 16･
′ 一 ノ
安全不確認
0lI.18.居眠り
a
図 9 事故原因認知内容の変化 :｢違反内容項目番
号｣脇の寸前中後｣は､実験群の3回の調査と
､対照群の 2回の調査時点を示す｡●-●は実験
群､0-0 は対照群の得 点経 過 を示す.
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れた｡
4-3-2 運転者 ･及び安全運転管理者等を対象とする研究
ついで長塚 (2002)は､運転者を対象として同様の調査を実施した｡
運転者及び安全運転管理者に表 1 (2ページ)に示 した事故統計および事故防止に関係
のある資料 (図10､図11に示すような中心視 ･周辺視の資料､瞬間視における情報処理の
限界等の知覚 ･認知心理学的知識)を示したほか一時停止交差点において通行車両の一時
停止の有無を収録 したビデオ映像の短時間視聴を含んだ研修を行い､望ましい事故原因観
の形成とその事故抑止に及ぼす影響を検討したのである｡ 研修による事故原因観の変化を
知るために､研修の前後に事故原因観 しらべ (表2)を実施した｡
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?? ?
0.3
0.2
0.1
0.025
70o60050040o300200一ooOo10020030040050060o
鼻側 盲点 こめかみ側
中心宵よりの度数
図10 網膜上の位置と視力の関係
(wertheim､1894による)
?
?
?
? ?? ??
?? ? ? ? ?? ?? ? ??
C
F
?
図11 中心点を凝視したとき､どの周辺視野上の
どの文字も等しく読める文字チャート例
(Anstis､1974による)
-13-
暁星論叢第54号(2004)
表2 ｢事故原因観しらべ｣用紙
アンケート
(説明されるまで書かないでください)
1認知
ア 信号無視
イ 無理な追い越し
り 優先妨害
工 歩行者妨害
オ 動静不注視
力 右左折の悪さ
キ ー時不停止
ク ハンドル操作不適当
A
l番 ( )
2番 ( )
3番 ( )
ケ 駐車違反
コ スゼ-ドの出しすぎ B
サ 酒酔い運転
シ 安全不確認
ス 居眠り
セ 疲労
ソ その他 (
2理解
1番 ( )
2番 ( )
)3番 ( )
年齢 ( )性別 ( )その他
注)調査目的を示さないために､ ｢アンケート｣と遺し､B5版用紙に
印刷されている｡ 1の認知､2の理解の意味は口頭で示した｡
｢この紙にはみなさんがよく知っている交通違反の名前が書いてありま
す｡相変わらず事故が多く､なかなかなくなりませんが､あなたはどの違
反が問題だと思いますか｡いいかえれば､このような違反を運転者がしな
ければ事故はなくなると思うものはこのうちどれでしょうか｡ 1のところ
に認知と書いてありますが､これはみなさんが交通事故の原因をどのよう
に認知しているか､という意味で書いてあります｡まず3つ選んで○印を
つけて下さい｡ (少し間をおいてから)では今度は今の3つに順番をつけ
てください｡重大だと思うものから順に右側の上半分Aの1番､2番､3
番のカッコの中に各違反項目のカタカナを書いて下さい｣と教示して回答
を求めた｡
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約1時間もしくは2時間の研修の終了直前の約5分間に再び ｢今の時点で最初と同じ質
問に答えて下さい｣と記入を求め､今度はアンケートの右下のBらんに記入してもらった｡
そのあとに､ ｢2の理解のらんに今日の講習について理解できたかどうか､などの感想
を自由に書いて下さい｣と述べて回収した｡
回収後各違反項目毎に第 1順位から第3順位までの回答者数を集計し､1位､2位の各
回答者数をそれぞれ3倍､2倍し (1位はそのまま)､各項目毎に重みづけられた得点を加
算し､回答者数で除した数値を相対比較値とした｡3回の研修会場で実施した結果を表3
から表5に示す｡
これらの表に示した結果によれば､研修前に受講者が抱えていた事故原因観が ｢スピー
ド超過｣や ｢酒酔い運転｣に偏倍しているのに対して､研修後にはそれが変化し､ ｢一時
不停止｣や ｢安全確認｣､｢信号無視｣などを事故原因と認知する望ましい事故原因観が形
成されたと考えられる｡
表･3 研修前後の事故原因観の偏りと変化 (事例 1)
安全教育研修会の場合 (n-36)
研修前
1位 スピード超過
2位 酒酔い運転 .
3位 動静不注視
4位 安全不確認
5位 無理な追越 し
(数値は相対比較値 :本文参照)
研修後
1.53
0.91 安全不確認 1.58
0.67 動静不注視 1.22
0.64J 居眠り 0.72
0.50 スピード超過 0.41
表4 研修前後の事故原因観の偏りと変化 (例2)
安全運転管理者法定講習の場合 (n-172)
研修前 研修後
1位 スピード超過 1.29
2位 酒酔い運転 ,1.24 安全不確認 1.57
3位 信号無視 1.23 動静不注視 1.03
4,位 安全不確認 0.52 スピード超過 0.60
5位 0.48 信号無視 0.33
- 15-
暁星論叢第54号(2004)
表5 研修前後の事故原因観の偏りと変化 (事例 3)
トラック運転者事故防止講習会の場合 (n-92&194)
研修前 研修後
1位 酒酔い運転 1.17
2位 居眠り 1.02 信号無視 1.13
3位 安全不確認 0.99 ス ピード超過 1.05
4位 信号無視 0.63 安全不確認 0.77
5位 0.52 酒酔い運転 0.74
この例では研修前調査実施運転者群と研修後調査実施群は別グループである｡
与えられた講習時間に制約があったので研修の前または後に実施する形をとった｡
今回のように短時間に見られた事故原因観の望ましい変化がどう持続し､事故対策とし
て効果を示すか否かについては検討を継続しなければならないが､心理学的原理に基づ く
研修の有効性は明らかである｡
5 一時停止 ･確認キャンペーンの効果
5-1 一時停止 ･確認キャンペーンのマニュアル
真に事故抑止効果の期待できる事故対策とは何か､をテーマとする調査研究をわれわれ
が開始したのは1988年である (長塚､1988､1993b;長塚 ･武井､1990)｡約2年の準備期
間を経て具体的に ｢一時停止 ･確認｣に照準を合わせたキャンペーンが第一タクシーで開
始されたのは1991年2月である｡第一タクシーでは最多23人を1グループとする小集団活
動を延べ10回実施した｡その時に用意したマニュアルを附表に示す｡われわれは青森市で
実施した日本交通心理学会主唱の一時停止 ･確認キャンペーンの5年間の経験を経て現在
は改訂されたマニュアルを用意している (太田 ･長塚､203)が､基本的な内容と構成に
大きな変化はない｡今回の調査研究もこの附表のマニュアルを基準として実施した｡
5-2 ｣時停止 ･確認キャンペーンの有効性を示す最近の事例
5-2-1 第-タクシーの事例
1991年のわれわれのキャンペーン開始時から協力者となり､その後も今日まで自発的に
取 り組みを継続している第一タクシーの事例はこのキャンペーンの有効性を如実に示して
いるように思われる｡図12はチャンベーン開始後約8年間の同社運転者による責任事故発
生件数を示しているが､キャンペーン開始後の事故減少は顕著である｡図12に示した年次
以降の最近のデータによれば､200年から204年までの最近4年間の毎月の平均事故発生
件数は､1.0,0.92,1.58,1.3(件)で､毎月平均 1T2件'の少数件数で経過しており､
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事故抑止傾向は定着しているものと判断される｡ 同社の指導部長はこの実績により2003年
度から自動車事故対策機構外部講師に委嘱されている｡
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
1988 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99
年次
図12 第 1当事者の違反別事故発生件数の年次経過 (寡-タクシーの場合)
5-2-2 青森市の事例
太田 (2003)は平成15年秋の日本交通心理学会68回大会において青森市における5年間
の ｢一時停止 ･確認キャンペーン｣について報告講演を行い､理論的背景の考察および交
通教育方法の実践的検討の結果を報告した｡ さらに実験教育を行うなど検討課題が残され
ているもののキャンペーンにおける教育の効果を市職員の意識と行動の変化について検討
した結果､キャンペーン後に一時不停止-の危険度評価が有意に高まったこと､完全な一
時停止行動には至らなかったものの一時停止交差点の通過速度には有意の低下が認められ
たことおよび一般車両との比較において市有公用車の安全行動への変化が認められている
と述べた｡
青森市の佐々木市長は同じ大会での記念講演において日本交通心理学会によるキャンペ
ーンの展開に賛同して青森市での実施に協力を申し出た経過を説明し､青森市役所におけ
る5年間のキャンペーンの肯定的成果を今後市民に対する実効ある交通教育の推進に活用
したいと述べた｡
5-2-3 運輸業等における最近の取り組み事例
このキャンペーンに賛同している多くの自治体や交通 ･運輸業関係者のうち､最近の取
り組みとして注目されているのは大栄交通の事例である｡同社でのキャンペーンで指導的
立場にある熊谷(2003)は日本交通心理学会68回大会において同社が平成13年4月に開始し
たキャンぺ,-ンの結果､キャンペーン開始2年後に重大事故､物損事故費用等が減少し始
めたことを報告した｡これ迄に新潟県内では､サンユーサービス㈱､新潟タクシー､田上
自動車学校が､県外ではアルピコタクシー (長野)､熊本交通 (熊本)､横須賀 ドライビング
スクール及び山形県交通安全対策協議会等が積極的なキャンペーン実施を申し出ている｡
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5-2-4 海外研究者のコメント 【
英国運輸省 (D汀)のRead(2003)は､筆者の同省への訪問 ･面談の際､筆者が問題と
している ｢知覚不全｣事故とBrown(203)が報告した英国におけるLBFTS(6ページ
参照)事故との共通性を指摘し､ ｢LBFrS事故対策に一時停止 ･確認キャンペーンが有
効かも知れない｣と述べ筆者の研究に肯定的にコメントした｡
5-2-5 国内における ｢一時停止 ･確認｣の重要性に対する関心の高まり
交通事故防止を ｢一時停止義務のある無信号交差点｣における ｢一時停止の実行｣の視
点から図ることが必要かつ有効であると考える研究報告が最近漸増しつつある (梅崎外19
98､1999a､1999b;太田外2000;神田外2000;古賀外1998;小森外1996;志堂寺外1998,
1999;長塚外2000;藤田外1998a,1998b;松永2000)｡この動向は交通教育 ･指導上､あ
るいは事故防止のためには運転者に一時停止を実行させることが不可欠であるとの認識が
日本交通心理学会関係者にも漸増していることを示している｡今後この関心の拡大が期待
されるが､筆者はこれらの研究には課題が残されていると考える｡ すなわち各研究は ｢一
時停止交差点｣での出合頭事故が多発し､その原因は一時停止を実行しないで通過する運
転者が多いことにあることを示唆しているが､一時停止の必要性についての心理学的理由
及び一時停止実行の具体策にはほとんど言及していない からである
6 考察
本研究の骨子は､多発し続ける交通事故の抑止を図るための第一歩は､運転者を始め交
通に参加する人々が事故多発の原因を､ ｢わき見などの知覚不全｣と ｢一時不停止｣であ
ると理解して交通行動を行うことであるという点である｡ 最大の理由は､これらがわが国
の交通事故の2大原因であるからである｡ 第2の理由はこれらの事故親和行動の排除を狙
いとして発案し､ ｢しっかり止まって､はっきり確認｣をスローガンとして継続した ｢一
時停止 ･確認キャンペーン｣が事故抑止に有効であるというデータが各地で示され､この
キャンペーン-の参加者が増えつつあるからである｡第3の理由は､人間行動の基本条件
である環境の知覚の十全を図る上で重要な認識であるからである｡筆者はかねてより､事
故の実態を踏まえた原因の理解を ｢望ましい事故原因観｣と呼び､交通教育による正しい
事故原因観を形成することが事故抑止-の第一歩であると考えてきた｡人間行動がその人
の認知内容によって規定されると考えられるからである｡
望ましい事故原因観は基本的に事故実態の的確な伝達 ･教育によって形成される｡ 望ま
しい事故原因観は人の交通行動を望ましい方向に導くので､望ましい交通行動が実行され
るものと期待される｡ 実際､日本交通心理学会が青森市において5年間に渡って実施した
一時停止 ･確認キャンペーン研究では､事故の実態を知らせ声教育後の運転者の一時停止
への危険度評価が有意に高まり､このような意識面での変化は一時停止線通過時間が有意
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に延長するなど､運転行動にも影響を及ぼしていることは別に報告 した通 りである (太田
･長塚2004)｡この考え方は楽観的であると思われるが､筆者はこれを仮説 として示 し､事
故実態の的確な伝達を機軸とするシラバスを用意することによって望ましい事故原因観を
形成する教育 ･指導を試みた｡本研究で示された実験的指導によるACCの変容およびフ
ィール ド研究における事故減少の事実は､上述の行動面での変化の事実と併せ､筆者の仮
説を支持 しているように思われる｡
附表 ｢一時停止 ･確認｣キャンペーンマニュアル
1.簡単に自己紹介をしたのち､講習の目的を示す｡ ｢交通事故が多発しているがそれを減ら
すにはどうすればよいかをみなさんと一緒に考えたい｣と述べる｡
2. ｢事故原因観しらべ｣(表2)を実施する｡
アンケートへの記入を求める｡
3.交通事故多発の実態を紹介する｡
最近10年間の事故発生件数､死者数､傷者数 (図2)を示す｡会場によっては最前列着席者
等にクイズのように昨年の事故発生件数､死者数､傷者数を回答させるのも有効である｡ ここ
では交通事故が多発し続けていることを知ってもらうことに狙いがある｡
4.事故多発にどう対処すればよいかを討論する｡
はじめに最近の事故防止対策(｢交通安全｣､交通3悪一速度､飲酒､一時停止-｣とか ｢スピ
ード出すな｣等と書かれたのぼり旗や立て看板などの写真)をOHPによって見せ､その有効
性を尋ね､討論させる (この場面で出席者を4-5人のグループに編成し､バズセッションを
行わせる場合がある)0｢あなたは事故を起こさないためにどんなことに注意していますか｣と
質問し､回答してもらうことも有効である｡ その上で ｢今答えたあなたの方法で事故を防ぐこ
とができるでしょうか｣と問いかける｡ 時間的余裕のない場合には､討論時間は短時間に止め
る｡
5.事故の ｢達反別｣実態を紹介する｡
ここで出席者の日を交通事故が主にどんな原因で起きているかに向けさせる｡そのために新
潟県の第1当事者の違反 (速度､飲酒､わき見､一時不停止)の全事故に占める各違反の発生
率を示す｡27年間の経年変化 (図3)を示す｡そのあと図を見た感想を書かせ､数人に発言さ
せて約10分間討論する｡知覚不全と一時不停止による事故の発生率が速度超過､酒酔い運転に
よるものより格段に高いことに気づかせる｡ 3で交通事故多発の実態を理解してもらったこと
を受け､ここでは多発し続ける事故が ｢運転者のどのような行動 (違反)によって生じている
か｣を考えさせることに目的がある｡
6.人間行動における知覚の重要性を述べる｡･
事故の違反別実態を見れば運転にとって正確な知覚が重要であることが明らかになるのでこ
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こで正確な知覚の必要性を､①知覚心理学の基本原理 (下記)､②運転時の知覚の重要性を述べ
た識者の記述及び③知覚情報取り入れ能力教育の重要性を述べた専門家の発言 (8ページを参
照)を紹介して自覚させる｡併せて一時停止は ｢正確な知覚｣を達成するために必要な前提条
件であることを知らせる｡
十全な知覚を達成するためには以下に記すようなことが大切であることを知覚心理学の基本
原理に基いて述べる｡
(∋ 見ることに時間をかけること
短時間知覚条件下では ｢瞬間視｣となるので誤認や失認が生じる｡ シナ-ルが述べたように､
駐車場などから表通りに合流するような時に徐行などクルマが動いた状態でさ一つと頭を回し
て見るのは ｢瞬間視｣となるので正確な環境知覚ができない｡見るものに目を向けている時間
を長くする必要がある. 一時停止により瞬間視を避けることができる｡ 一時停止の必要性およ
び有効性はこの点にある｡
② まっすぐ前方で (目の中心で)ものをとらえること
視力検査では円図形 (ランドルト環)にまっすぐ顔 (目)を向けて見る｡ まっすぐ前方で刺
激をとらえる見方が中心視である｡中心視の場合視力が最もよい条件でものを見ることが出き
るのである｡ これとは逆に､まっすぐ前を見ている時に左右両耳側にあるものを見ようとして
も見ることはできない｡
③ 信号 ･標識など､注意すべきもの意味や重要性を教育すること
大切だ､価値があるなどと認識する対象には自然に目が向くので､注意されやすくなる｡ 知
覚に及ぼす知覚者要因の研究から明らかにされた原理が働く｡
④ 見やすい (視認度の高い)環境をつくる｡
信号や標識､案内板など環境内の ｢もの｣に必要な工夫を加えて見やすい位置に設置する｡
標識を鮮明に塗り替えたり､文字などは大きく書くことによって知覚が促進されやすい条件を
用意することが人間工学的対策として不可欠である｡
7.知覚不全を回避する方法を考えさせ､討論をする｡
討論後筆者の ｢一時停止 ･確認キャンペーン｣を例示する｡
8.キャンペーンの効果が示された例 (16ページ図12)を紹介し､一時停止が事故防止のため
に有効であることを述べる｡
9.事故原因観と研修の評価を記入させた後回収する｡
(これは研修後に整理し､研修による事故原因観の変化を知るための参考資料とする｡)
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